
美山地域森林整備推進協定書

和歌山森林管理署、国立研究開発法人森林研究･整備機構森林整備センター和歌山水源

林整備事務所、住友林業株式会社、塩路株式会社、紀中森林組合は美山地域における森林

整備の推進に関し、次のとおり協定を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。

（目的）

第１条 この森林整備推進協定（以下「協定」という。）は、国有林と民有林が連携し

て効率的な作業路網の開設や育林・間伐等の森林整備に取り組むための森林共同施業団地

（以下「施業団地」という。）を設定し、森林の持つ多面的機能の高度な発揮を促すとと

もに森林資源の循環利用等の促進による地域における森林・林業の活性化に資することを

目的とする。

（名称）

第２条 この協定は、「美山地域森林整備推進協定」と称する。

（施業団地の区域及び面積）

第３条 この協定の対象となる区域は、別図に示す和歌山県日高郡日高川町大字寒川地

内外の森林（面積２,５９４ ha）とする。

（事業内容及び実施計画）

第４条 協定に基づき施業団地において行う事業内容は、路網整備、間伐実施、更新、

保育、獣害対策とし、事業により発生する間伐材は積極的に搬出利用する。具体的に

は別紙のとおり「美山地域森林整備実施計画」（以下「実施計画」という。）を定め

て実施する。

２ 実施計画においては、次に掲げる事項を定める。

（１）森林整備の目標に関する事項

（２）森林施業の集約化に関する事項

（３）森林施業の方法に関する事項

（４）森林整備を行う森林の区域及び面積

（５）森林整備の年度別計画

（６）獣害対策に関する事項

（７）その他必要な事項

（事業の実行）

第５条 協定者は、実施計画に基づき事業を行う。但し、諸般の事情により事業の実行

ができない場合、又は、事業を追加する場合には、協定者に事前に通知し、実施計画

を変更することができる。

（路網の設置及び維持管理等に関する事項）

第６条 路網は、原則として森林所有者又はその管理者が自ら管理する森林に設置する

こととし、設置後は適切に維持管理を行う。

２ 施業団地内の路網の利用料については、協定者の相互利用の観点から無料とする。



３ 森林所有者が森林整備等の事業を発注し、請負者が路網を使用する場合には、請負

者において路網の良好な管理を行う。

４ 事業実施に起因する路網の毀損等については原因者がそれを原形に復することとす

る。ただし、自然災害による毀損についてはこの限りではない。

５ 協定期間中に、路網を廃止、又は路網に伴う権利を第三者に譲渡する場合には、協

定者で協議することとする。

（運営会議）

第７条 協定者は、協定の運営に関する事項を処理するため、運営会議を開催すること

ができる。

２ 運営会議は次に掲げる事項を行う。

（１）実施計画に定める森林施業の実行に関する事項

（２）実施計画に定める路網その他の施設及び維持管理に関する事項

（３）実施計画に定める獣害対策に関する事項

（４）実施計画の変更に関する事項

（５）その他協定の運営に関し必要な事項

（協定の有効期間）

第８条 この協定の有効期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日とする。但

し、有効期間満了に当たっては、協定者は協議の上、更新できるものとする。

（協定の変更又は廃止）

第９条 この協定の有効期間内に、諸般の事情により協定の変更又は破棄の必要が生じ

たときは、協定者が協議の上、協定の変更又は廃止ができるものとする。

（協定内容の承継要請）

第１０条 この協定の締結以後、施業団地の森林所有者に異動等が生じる場合は、この

協定内容についての説明を次期森林所有者に行い、協定内容の維持に努めることとす

る。

（その他）

第１１条 この協定の運営に関し、その他必要な事項又はこの協定に定めのない事項に

ついては、協定者の協議により定める。

（施行）

第１２条 この協定は、令和３年４月１日から施行する。

以上、この協定の実現に対して最大限の努力をすることを約し、各協定者押印のうえ、

各自１通を保有する。

令和３年３月８日
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